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議案第１０６号 

令和２年度登米市水道事業会計補正予算（第２号） 

 （総則） 

第１条 令和２年度登米市水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定める

ところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 令和２年度登米市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条

に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。 

（４）主な建設改良事業 (既決予定額) (補正予定額) ( 計 ) 

ウ 配給水施設整備事業 1,165,720 千円 △1,844 千円 1,163,876 千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正す

る。 

収       入 

（科  目） (既決予定額) (補正予定額) ( 計 ) 

第８款 水道事業収益 2,648,149 千円 △31,882 千円 2,616,267 千円 

第１項 営業収益 2,272,214 千円 0 千円 2,272,214 千円 

第２項 営業外収益 375,770 千円 △31,882 千円 343,888 千円 

第３項 特別利益 165 千円 0 千円 165 千円 

支       出 

（科  目） (既決予定額) (補正予定額) ( 計 ) 

第９款 水道事業費用 2,654,481 千円 20,982 千円 2,675,463 千円 

第１項 営業費用 2,418,772 千円 20,982 千円 2,439,754 千円 

第２項 営業外費用 215,040 千円 0 千円 215,040 千円 

第３項 特別損失 669 千円 0 千円 669 千円 

第４項 予備費 20,000 千円 0 千円 20,000 千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「不足する額 1,033,949 千円は、過年度分損

益勘定留保資金 949,200 千円」を「不足する額 1,032,105 千円は、過年度分

損益勘定留保資金 947,356 千円」に改め、資本的支出の予定額を次のとおり

補正する。 

 支       出 

（科  目） (既決予定額) (補正予定額) ( 計 ) 

第 11 款 資本的支出 1,948,636 千円 △1,844 千円 1,946,792 千円 

第１項 建設改良費 1,214,853 千円 △1,844 千円 1,213,009 千円 

第２項 企業債償還金 733,783 千円 0 千円 733,783 千円 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第５条 予算第７条に定めた議会の議決を経なければ流用することのできない

経費の予定額を次のとおり補正する。 

     (科 目)    （既決予定額）    （補正予定額）    （ 計 ） 

職員給与費  209,422 千円      19,138 千円    228,560 千円 

令和２年１２月４日提出 

                  登米市長  熊 谷 盛 廣
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（１）収益的収入及び支出

収　　入
（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

８ 2,648,149 △ 31,882 2,616,267

1 営 業 収 益 2,272,214 0 2,272,214

1 給 水 収 益 2,244,000 0 2,244,000

9 そ の 他 営 業 収 益 28,214 0 28,214

2 営業外収益 375,770 △ 31,882 343,888

1 受取利息及び配当金 581 0 581

2
負 担 金 補 助 金
及 び 補 償 金

15,686 0 15,686

4 事 務 手 数 料 60,214 0 60,214

5 長 期 前 受 金 戻 入 267,398 0 267,398

6 退職給付引当金戻入益 31,882 △ 31,882 0

9 雑 収 益 9 0 9

3 特 別 利 益 165 0 165

9 そ の 他 特 別 利 益 165 0 165

1． 令和２年度登米市水道事業会計補正予算（第２号）実施計画

水

道

事

業

収

益
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支　　出
（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

９ 2,654,481 20,982 2,675,463

1 営 業 費 用 2,418,772 20,982 2,439,754

1 原 水 及 び 浄 水 費 461,721 538 462,259

2 配 水 費 334,421 7,255 341,676

3 給 水 費 110,532 537 111,069

5 業 務 費 199,918 14 199,932

6 総 係 費 93,129 12,638 105,767

8 減 価 償 却 費 1,154,899 0 1,154,899

9 資 産 減 耗 費 64,152 0 64,152

2 営業外費用 215,040 0 215,040

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

182,060 0 182,060

2 納 付 消 費 税 32,980 0 32,980

3 特 別 損 失 669 0 669

4 臨 時 損 失 339 0 339

5 過 年 度 損 益 修 正 損 330 0 330

4 予 備 費 20,000 0 20,000

1 予 備 費 20,000 0 20,000

水

道

事

業

費

用
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（２）資本的収入及び支出

支　　出
（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

11 1,948,636 △ 1,844 1,946,792

1 建設改良費 1,214,853 △ 1,844 1,213,009

1 取 水 施 設 整 備 費 6,160 0 6,160

3 浄 水 施 設 整 備 費 40,370 0 40,370

5 配 給 水 施 設 整 備 費 1,165,720 △ 1,844 1,163,876

7 消 防 施 設 整 備 費 2,603 0 2,603

2
企 業 債
償 還 金

733,783 0 733,783

1
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

704,713 0 704,713

2 そ の 他 の 企 業 債 29,070 0 29,070

資

本

的

支

出
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（単位：千円）

既決予定額 補正後の予定額 比較増減
(令和元年度決算ベース)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は損失） △ 94,362 △ 147,244 △ 52,882

減価償却費 1,154,899 1,154,899 0

貸倒引当金の増減額(△は減少) 120 120 0

退職給付引当金の増減額(△は減少) △ 31,882 4,049 35,931

賞与等引当金の増減額(△は減少) △ 1,163 479 1,642

長期前受金戻入額 △ 267,398 △ 267,398 0

固定資産除却損益（△は益） 63,364 63,364 0

未収金の増減額(△は増加) 3,692 3,692 0

未払金の増減額(△は減少) 4,130 4,130 0

たな卸資産の増減額(△は増加) 2,262 2,262 0

前払費用の増減額(△は増加) 196 196 0

前払金の増減額(△は増加) 36,260 36,260 0

前受金の増減額(△は減少) △ 16 △ 16 0

その他流動負債の増減額(△は減少) △ 1,002 △ 1,002 0

小計 869,100 853,791 △ 15,309

利息及び配当金の受取額 0 0 0

利息の支払額 0 0 0

業務活動によるキャッシュ・フロー 869,100 853,791 △ 15,309

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,209,103 △ 1,207,253 1,850

負担金による収入 6,366 6,366 0

補償金による収入 36,000 36,000 0

国庫補助金による収入 174,842 174,842 0

一般会計からの繰入金による収入 127,800 127,800 0

未収金の増減額(△は増加) △ 27,458 △ 27,458 0

未払金の増減額(△は減少) △ 8,288 △ 8,288 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 899,841 △ 897,991 1,850

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための
企業債による収入

502,300 502,300 0

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

△ 733,783 △ 733,783 0

他会計からの出資による収入 45,840 45,840 0

加入金による収入 8,010 8,010 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 177,633 △ 177,633 0

　 資金増加額 △ 208,373 △ 221,832 △ 13,459

 　資金期首残高 2,643,468 2,643,468 0

　 資金期末残高 2,435,095 2,421,636 △ 13,459

２．令和２年度登米市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（補正第２号）

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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３．給　与　費

　１　総　　括

給　　　　　与

特別職 一般職 報　酬 給　料

（人） （人） （千円） （千円）

損益勘定支弁職員 10
(1)
20

183 85,307

資本勘定支弁職員 0 5 0 19,339

合計 10
(1)
25

183 104,646

損益勘定支弁職員 10
(2)
19

183 77,820

資本勘定支弁職員 0 5 0 20,787

合計 10
(2)
24

183 98,607

損益勘定支弁職員 0
(△1)
1

0 7,487

資本勘定支弁職員 0 0 0 △ 1,448

合計 0
(△1)
1

0 6,039

注：（　）内は再任用短時間勤務職員外書き

時間外勤務手当
管 理 職 員
特別勤務手当

（千円） （千円）

補 正 後 7,217 132

補 正 前 5,616 132

比 較 1,601 0

児童手当 寒冷地

（千円） （千円）

補 正 後 2,500 1,879

補 正 前 2,100 1,752

比 較 400 127

２　給料及び職員手当の増減額の明細

　給与改定に伴う増減分

　昇給に伴う増加分

　その他の増減分

　制度改正に伴う増減分

　その他の増減分

増減額（千円）

給　　料

職員手当

6,039

10,178

増減事由別内訳（千円）区　　分

△ 318

補
正
後

補
正
前

区分

比
較

区　　　　　分

職
員
手
当
の
内
訳

区　　　　　分
住居手当

4,080

387

705

4,325

（千円）

扶養手当

245

（千円）

職　員　数
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明　細　書

　　　　　費

　手　当(※) 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

73,125 158,615 27,687 186,302

16,509 35,848 6,410 42,258

89,634 194,463 34,097 228,560

62,853 140,856 24,464 165,320

16,603 37,390 6,712 44,102

79,456 178,246 31,176 209,422

10,272 17,759 3,223 20,982

△ 94 △ 1,542 △ 302 △ 1,844

10,178 16,217 2,921 19,138

注：(※)は引当金繰入額を含む。

管理職手当 期末手当(※) 勤勉手当(※) 通勤手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

1,849 24,780 18,767 2,235

1,849 22,861 16,632 2,376

0 1,919 2,135 △ 141

退職給付費(※) 合計

（千円） （千円）

25,563 89,634

21,353 79,456

4,210 10,178

注：(※)は引当金繰入額を含む。

0

0

6,039

△ 610

10,788

令和２年度人事院勧告に伴う影響額

会計間の人事異動等に伴う増減

令和２年度人事院勧告に伴う影響額

会計間の人事異動等に伴う増減

備　　　　　　　　　考

合　計法定福利費(※)
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３　給料及び職員手当の状況
（１）職員一人当り給与

（２）級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）

１級 0 0.0

２級 2 8.0
(1) (100.0)
9 36.0

４級 11 44.0

５級 2 8.0

６級 0 0.0

７級 1 4.0
(1) (100.0)
25 100.00

１級 2 8.3

２級 2 8.3
(2) (100.0)
8 33.4

４級 9 37.5

５級 2 8.3

６級 0 0.0

７級 1 4.2
(2) (100.0)
24 100.0

注 :（　）内は再任用短時間勤務職員外書き

（３）昇給

合　計 企業職

25 25

19 19

１号俸（人） 0 0

２号俸（人） 0 0

３号俸（人） 0 0

４号俸（人） 19 19

76.0% 76.0%

24 24

17 17

１号俸（人） 0 0

２号俸（人） 0 0

３号俸（人） 0 0

４号俸（人） 17 17

70.8% 70.8%

（４）期末手当・勤勉手当

支給率計

６月（月分） 12月（月分） （月分）

補正後 2.25(1.175) 2.20(1.175) 4.45(2.35)

補正前 2.25(1.175) 2.25(1.175) 4.50(2.35)

一般会計の制度 2.25(1.175) 2.20(1.175) 4.45(2.35)

注 :（　）内は再任用短時間勤務職員の支給率

区　　　　分 企業職

補　　正　　後
令和２年４月１日現在

　平均給料月額（円） 348,820

　平均給与月額（円） 378,140

　平均年齢（歳） 47歳4月

補　　正　　前
令和２年４月１日現在

　平均給料月額（円） 316,048

　平均給与月額（円） 344,926

　平均年齢（歳） 46歳10月

区分
企業職

補正後

３級

合計

補正前

３級

合計

支給期別支給率

区　　　分

補正後

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

号俸数別内訳

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

制度上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

補正前

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

号俸数別内訳

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

区　　　分
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(単位：千円）
１  営業収益
（１）  給水収益 2,040,000
（２）  その他営業収益 28,214 2,068,214

２  営業費用
（１）  原水及び浄水費 424,555
（２）  配水費 317,121
（３）  給水費 102,747
（４）  業務費 182,557
（５）  総係費 103,164
（６）  減価償却費 1,154,899
（７）  資産減耗費 64,152 2,349,195

営業利益 △ 280,981

３  営業外収益
（１）  受取利息及び配当金 581
（２）  負担金補助金及び補償金 15,636
（３）  事務手数料 54,741
（４）  長期前受金戻入 267,398
（５）  退職給付引当金戻入 0
（６）  雑収益 9 338,365

４  営業外費用
（１）  支払利息及び企業債取扱諸費 182,060
（２）  雑支出 22,109 204,169 134,196

経常利益 △ 146,785

５  特別利益
（１）  その他特別利益 150 150

６  特別損失
（１）  臨時損失 309
（２）  過年度損益修正損 300 609 △ 459

７  当年度純利益（△損失） △ 147,244

８  前年度繰越利益剰余金（△欠損金） 235,814

９  当年度未処分利益剰余金（△欠損金） 88,570

４．令和２年度登米市水道事業予定損益計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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             資　　産　　の　　部 （単位：千円）

１　固　定　資　産

(1) 有形固定資産

ア  土　　　地 238,163

イ  建　　　物 1,968,447

  減価償却累計額 △ 775,706 1,192,741

ウ  構　築  物 40,093,758

  減価償却累計額 △ 18,129,296 21,964,462

エ  機械及び装置 5,972,878

  減価償却累計額 △ 2,906,722 3,066,156

オ  車 両 運 搬 具 24,516

  減価償却累計額 △ 22,351 2,165

カ  工具器具及び備品 70,719

  減価償却累計額 △ 62,576 8,143

キ  建設仮勘定 37,322

 有形固定資産合計 26,509,152

(2) 無形固定資産

ア  水  利  権 4,687

イ  電話加入権 2,733

 無形固定資産合計 7,420

(3) 投資その他の資産

ア  長期貸付金 300,000

 投資その他の資産合計 300,000

 固 定 資 産 合 計 26,816,572

２  流  動  資  産

(1)  現 金 預 金 2,421,636

(2)  未 収 金 231,291

 貸倒引当金 △ 5,251 226,040

(3)  貯 蔵 品 33,077

流 動 資 産 合 計 2,680,753

資  産  合  計 29,497,325

５.令和２年度登米市水道事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

-14-



           負  債  の  部 （単位：千円）

３  固  定  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

 企業債合計 10,864,746

(2) 引  当  金  

ア  退職給付引当金 258,299

 引当金合計 258,299

 固 定 負 債 合 計 11,123,045

４  流  動  負  債

(1) 企　業　債  

ア  建設改良費等の財源に
 充てるための企業債

イ  その他企業債（借換債） 29,030

 企業債合計 802,398

(2) 未　払　金 213,758

(3) 引  当  金  

ア  賞与等引当金 14,112

 引当金合計 14,112

流 動 負 債 合 計 1,030,268

５  繰　延　収　益

 長期前受金 10,631,644

 収益化累計額 △ 4,423,332

 繰延収益合計 6,208,312

負   債   合   計 18,361,625

資  本  の  部

６  資   本   金

(1) 固有資本金 60,092

(2) 繰入資本金（出資金） 4,512,659

(3) 組入資本金 6,451,479

資  本  金  合  計 11,024,230

７  剰   余   金

(1) 資本剰余金

ア  受贈財産評価額 13,706

イ  国庫補助金 9,194

資 本 剰 余 金 合 計 22,900

(2) 利益剰余金

ア  当年度未処分利益剰余金 88,570

利 益 剰 余 金 合 計 88,570

剰   余   金   合   計 111,470

資    本     合     計 11,135,700

負  債  資  本  合  計 29,497,325

10,864,746

773,368
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６．注記事項 

Ⅰ 重要な会計方針 

   平成26年度より改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１ 資産の評価基準及び評価方法              

     貯蔵品   先入先出法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

     ・減価償却の方法   定額法 

     ・主な耐用年数 

       建物           7年 ～ 50年 

       構築物          10年 ～ 60年 

       機械及び装置       6年 ～ 20年 

       車両           4年 ～  6年 

       工具器具及び備品     2年 ～ 15年 

(2) 無形固定資産 定額法 

     ・減価償却の方法   定額法 

       水利権          20年 

       電気通信施設利用権    20年 

３ 引当金の計上基準 

(1) 退職給付引当金 

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額（279,810 千円）から、宮城県市町

村職員退職手当組合における積立金相当額（21,511 千円）を控除した額を計上している。 

  (2) 賞与等引当金 

職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴う法定福利費の支払いに備える

ため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当該事業

年度の負担に属する額を計上している。 

     (3) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して

いる。 

４ その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

Ⅱ 予定貸借対照表関係 

  １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

(1) 貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は、309,344千円である。 
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 ２ みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

    (1) 平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に

資本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良

した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別に把握できる資産を除

いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は

除く）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 

Ⅲ リース契約により使用する固定資産 

１ リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理としている。 

    未経過リース料相当額は、下記の通り。 

    (1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  １年以内  2,101千円   

  １年超     440千円   

   計     2,541千円   
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７．収 益 的 収 入

収　　入

8 水 道 事 業 2,648,149 △ 31,882 2,616,267
収 益

2 営 業 外 収 益 375,770 △ 31,882 343,888

6 退 職 給 付 31,882 △ 31,882 0
引当金戻入益

支　　出

9 水 道 事 業 2,654,481 20,982 2,675,463
費 用

1 営 業 費 用 2,418,772 20,982 2,439,754

1 原 水 及 び 461,721 538 462,259
浄 水 費

2 配 水 費 334,421 7,255 341,676

3 給 水 費 110,532 537 111,069

5 業 務 費 199,918 14 199,932

6 総 係 費 93,129 12,638 105,767

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

千円 千円 千円

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

千円 千円 千円
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及 び 支 出 見 積 書

1 退 職 給 付 △ 31,882 退職給付引当金戻入益 △ 31,882
引 当 金 戻 入 益

1 職 員 給 与 費 521 一般職員　　　２名
給料

手当 392
法定福利費 129

2 賞 与 等 引 当 金 17 賞与等引当金繰入額 17
繰 入 額

1 職 員 給 与 費 6,512 一般職員　　　８名
給料 2,505
手当 1,869
（うち通勤手当）

法定福利費 1,095
退職手当組合負担金 1,043

2 賞 与 等 引 当 金 743 賞与等引当金繰入額 743
繰 入 額

1 職 員 給 与 費 490 一般職員　　　２名
給料 222
手当 202

（うち通勤手当） 24
法定福利費 19

退職手当組合負担金 47
2 賞 与 等 引 当 金 47 賞与等引当金繰入額 47
繰 入 額

1 職 員 給 与 費 21 一般職員　　　１名

手当 14
法定福利費 7

2 賞 与 等 引 当 金 △ 7 賞与等引当金繰入額 △ 7
繰 入 額

1 職 員 給 与 費 7,747 一般職員　　　１１名

給料 4,760
手当 1,973

（うち通勤手当） △ 139
法定福利費 1,638

退職手当組合負担金 △ 624
2 賞 与 等 引 当 金 842 賞与等引当金繰入額 842
繰 入 額

7 退 職 給 付 費 4,049 退職給付引当金繰入額 4,049

節
説　　明

区　　分 金　額
千円 千円

節
説　　明

千円

区　　分 金　額
千円
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８．資 本 的 収 入

支　　出

11 資本的支出 1,948,636 △ 1,844 1,946,792

1 建 設 改 良 費 1,214,853 △ 1,844 1,213,009

5 配 給 水 施 設 1,165,720 △ 1,844 1,163,876
整 備 費

既決予定額 補正予定額 計

千円 千円 千円

款 項 目
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及 び 支 出 見 積 書

1 工 事 請 負 費 0 石越地区給水区域変更に係る配水管接続工事費

4 事 務 費 △ 1,844 一般職員　　　５名
　給料 △ 1,448

　手当等 211
  （うち通勤手当） 70

　法定福利費 △ 302
　退職手当組合負担金 △ 305

千円

区　　分 金　額
千円

説　　明
節
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Ａ Ｂ

令和２年度補正第１号 令和２年度 Ｃ Ｄ

(令和元年度決算ベース) 補正第２号 Ｂ－Ａ 伸び率

1 Ａ 営業収益 2,068,214 2,068,214 0 0.0%

2 １給水収益 2,040,000 2,040,000 0 0.0%

3 ２その他営業収益 28,214 28,214 0 0.0%

4 Ｂ 営業費用 2,328,195 2,349,195 21,000 0.9%

5 １原水及び浄水費 424,017 424,555 538 0.1%

6 ２配水費 309,858 317,121 7,263 2.3%

7 ３給水費 102,212 102,747 535 0.5%

8 ４業務費 182,543 182,557 14 0.0%

9 ５総係費 90,514 103,164 12,650 14.0%

10 ６減価償却費 1,154,899 1,154,899 0 0.0%

11 ７資産減耗費 64,152 64,152 0 0.0%

12 Ｃ 営業利益（Ａ－Ｂ） △ 259,981 △ 280,981 △ 21,000 -8.1%

13 Ｄ 営業外収益 370,247 338,365 △ 31,882 -8.6%

14 １受取利息他 581 581 0 0.0%

15 ２負担金・補助金・補償金 15,636 15,636 0 0.0%

16 ３事務手数料 54,741 54,741 0 0.0%

17 ４長期前受金戻入 267,398 267,398 0 0.0%

18 ５退職給付引当金戻入 31,882 0 △ 31,882 皆減

19 ６雑収益 9 9 0 0.0%

20 Ｅ 営業外費用 204,169 204,169 0 0.0%

21 １支払利息 182,060 182,060 0 0.0%

22 ２雑支出 22,109 22,109 0 0.0%

23 Ｆ 経常利益（Ｃ＋Ｄ－Ｅ） △ 93,903 △ 146,785 △ 52,882 -56.3%

24 Ｇ 特別利益 150 150 0 0.0%

25 Ｈ 特別損失 609 609 0 0.0%

26 Ｉ 当年度純利益（Ｆ＋Ｇ－Ｈ） △ 94,362 △ 147,244 △ 52,882 -56.0%

27 Ｊ 前年度繰越利益剰余金 235,814 235,814 0 0.0%

28 Ｋ 当年度末未処分利益剰余金 141,452 88,570 △ 52,882 -37.4%

９．損　益　計　算　書　の　推　移
（単位：千円）

列 項    目

比較増減
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（単位：千円）

Ａ Ｂ
列 項      目 令和２年度補正第１号 令和２年度 Ｃ Ｄ

(令和元年度決算ベース) 補正第２号 Ｂ－Ａ 伸び率

1 固 定 資 産 26,818,422 26,816,572 △ 1,850 0.0%

2    有形固定資産 26,511,002 26,509,152 △ 1,850 0.0%

3       土地 238,163 238,163 0 0.0%

4       建物 1,192,741 1,192,741 0 0.0%

5       構築物（配水管等） 21,966,312 21,964,462 △ 1,850 0.0%

6       機械・装置 3,066,156 3,066,156 0 0.0%

7       車両運搬具 2,165 2,165 0 0.0%

8       工具・器具・備品 8,143 8,143 0 0.0%

9       建設仮勘定 37,322 37,322 0 0.0%

10     無形固定資産 7,420 7,420 0 0.0%

11     投資その他の資産 300,000 300,000 0 0.0%

12 流 動 資 産 2,694,212 2,680,753 △ 13,459 -0.5%

13    現金預金 2,435,095 2,421,636 △ 13,459 -0.6%

14    未収金 231,291 231,291 0 0.0%

15    貸倒引当金 △ 5,251 △ 5,251 0 0.0%

16    貯蔵品 33,077 33,077 0 0.0%

17 資 産 合 計 (1+12) 29,512,634 29,497,325 △ 15,309 -0.1%

（単位：千円）

18 固 定 負 債 11,087,114 11,123,045 35,931 0.3%

19    企業債 10,864,746 10,864,746 0 0.0%

20    退職給付引当金 222,368 258,299 35,931 16.2%

21 流 動 負 債 1,028,626 1,030,268 1,642 0.2%

22    企業債(1年以内に償還期限が到来するもの) 802,398 802,398 0 0.0%

23    未払金 213,758 213,758 0 0.0%

24    賞与等引当金 12,470 14,112 1,642 13.2%

25 繰 延 収 益 6,208,312 6,208,312 0 0.0%

26    長期前受金 6,208,312 6,208,312 0 0.0%

27       受贈財産評価額 491,884 491,884 0 0.0%

28       工事負担金 94,147 94,147 0 0.0%

29       工事補償金 1,848,164 1,848,164 0 0.0%

30       国庫補助金 3,429,711 3,429,711 0 0.0%

31       県費補助金 28,380 28,380 0 0.0%

32       他会計負担金 153,338 153,338 0 0.0%

33       加入金 162,688 162,688 0 0.0%

34 負 債 合 計 (18+21+25) 18,324,052 18,361,625 37,573 0.2%

35 資  本  金 11,024,230 11,024,230 0 0.0%

36       固有資本金 60,092 60,092 0 0.0%

37       繰入資本金（出資金） 4,512,659 4,512,659 0 0.0%

38       組入資本金 6,451,479 6,451,479 0 0.0%

39 剰  余  金 164,352 111,470 △ 52,882 -32.2%

40    資本剰余金 22,900 22,900 0 0.0%

41       受贈財産評価額 13,706 13,706 0 0.0%

42       国庫補助金 9,194 9,194 0 0.0%

43    利益剰余金 141,452 88,570 △ 52,882 -37.4%

44       当年度未処分利益剰余金 △ 94,362 △ 147,244 △ 52,882 -56.0%

45       前年度未処分利益剰余金 235,814 235,814 0 0.0%

46 資 本 合 計 (35+39) 11,188,582 11,135,700 △ 52,882 -0.5%

47 負 債 ・ 資 本 合 計 29,512,634 29,497,325 △ 15,309 -0.1%

１０．貸 借 対 照 表 の 推 移
資産の部

比較増減

負債・資本の部
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